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る 16）。コモンローでは，受託者としての注意義務について，「通常の合理的な職業人（an ordinary 
prudent man of business）が自己の事務の管理において払うのと同じ客観的な注意および能力を払う
ことが求められる」との原則が示され 17），これを‘Prudent Man Rule’という 18）。投資運用者固有
の注意義務を説明する際に2000年に採択された米国法Prudent Investor Lawが引用されることが多
いが 19），判例法理によって受託者としての注意義務の一般原則としてPrudent Man Ruleが英国にお

















る制定法に見られる忠実義務（Duty of Loyalty）といった表現も用いられていない 28）。英国法におい
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